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第５章 地域支援事業 

１ 介護予防・日常生活支援総合事業 

全ての町民が生活の質を高め、健やかな高齢期を迎えられるよう健康的な生活習慣の

定着に向けて関係機関と連携しながら、各々の世代や特性に応じた支援を行い、介護予

防事業の内容を広く住民に周知することにより参加を促し、要介護化の防止を図ります。 

 

（１）介護予防・日常生活支援サービス事業 

要介護認定を受けた方や基本チェックリストで該当とされた方を対象に、介護予

防ケアマネジメントのもと、龍郷町の実情に応じて、訪問型サービスや通所型サー

ビス、その他の生活支援サービスを提供します。 

 

① 訪問型サービス 
 

事業概要 

要支援者等の居宅において、介護予防を目的として、訪問介護員等によ

り行われる入浴、排せつ、食事等の身体介護や生活援助を行います。また、

短時間の身体介護といったサービス内容も含まれます。 

実施状況 

従来型の訪問型サービスを実施し、国の指針に基づき介護予防を目的に

専門職である訪問介護員の支援により、日常生活の自立や悪化予防のため

の身体介護や生活支援を実施しています。また、訪問型サービス Cも実施

し、理学療法士等のリハビリ専門職や地域包括職員（保健師・看護師等）

により短期集中型として自立支援を目的に実施できるよう体制を整えてい

ます。 

今後の方向性 

訪問型サービスAなど緩和した多様なサービス形態について、今後のニ

ーズを把握し、実施を検討します。訪問型サービス Cについては、地域包

括職員だけでなく理学療法士による訪問も開始しており、今後もリハビリ

専門職を活用した訪問を進めていきます。 

実績値及び 

計画値 

実績値 見込値 計画値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

延べ人数 12人 33人 56人 60人 60人 60人 
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② 通所型サービス 
 

事業概要 

要支援者等について、介護予防を目的として、施設に通わせ、当該施設

において、一定の期間、入浴、排せつ、食事等の介護等の日常生活上の支

援及び機能訓練を行います。 

実施状況 

従来型の通所サービスと、基準を緩和した通所型サービス A、短期集中

サービス Cを実施し、それぞれ、状態に応じながら国の指針に基づき介護

予防や自立支援を目的に、日常生活上の支援及び機能訓練を行っています。

通所型短期集中サービス C については訪問型サービス C と組み合わせ、

自宅での介護予防プログラムも同時に行っています。 

今後の方向性 

対象者の状態に応じて、従来型の通所サービスや多様なサービス形態を

組み合わせ、介護予防や自立支援を目的に、日常生活上の支援及び機能訓

練を行い、順調に利用が推移しており、今後もニーズに合わせて実施して

いきます。 

実績値及び 

計画値 

実績値 見込値 計画値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

延べ人数 101人 108人 144人 150人 150人 150人 

 

③ その他生活支援サービス 
 

事業概要 

要支援者等の地域における自立した日常生活の支援のための事業であっ

て、訪問型サービスや通所型サービスと一体的に行われる場合に効果があ

ると認められるものとし、具体的には、以下のサービスとします。 

①栄養改善を目的とした配食や一人暮らし高齢者に対する見守りととも

に行う配食等 

②定期的な安否確認及び緊急時の対応、住民ボランティア等が行う訪問

による見守り 

③その他、訪問型サービス及び通所型サービスの一体的提供等地域にお

ける自立した日常生活の支援に資するサービスとして町が定める生活

支援 

実施状況 

宅配給食及び緊急通報システムについては高齢福祉サービスで実施して

おり、年々需要が高まっています。住民ボランティア等による見守りや簡

易な生活支援については、支え合い活動の中で実施されつつあります。 

今後の方向性 

介護保険外の家事支援等の生活支援や見守り等については、地域の実情

に応じて、住民ボランティアや有償ボランティア育成を行い、体制を構築

していきます。 
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④ 介護予防ケアマネジメント 
 

事業概要 

要支援者等から依頼を受けて、介護予防及び日常生活支援を目的として、

その心身の状況、置かれている環境その他の状況に応じて、その選択に基

づき、訪問型サービス、通所型サービス、その他生活支援サービスのほか、

一般介護予防や町の独自施策等、要支援者等の状態等にあった適切なサー

ビスが包括的かつ効率的に提供されるよう必要な援助を行います。 

実施状況 

高齢者実態把握調査や相談窓口、健康増進事業、関係機関等との連携に

より要支援のハイリスク者を早期に把握し、要支援・要介護化や重症化予

防対策として、介護予防及び日常生活支援サービスについてケアマネジメ

ントを実施しています。 

今後の方向性 

要支援のハイリスク者を早期に把握し、要支援・要介護化や重症化予防

の対策ができるよう、利用者の状態等にあった適切なサービスが包括的か

つ効率的に提供されるよう必要な支援を行っていきます。 

実績値及び 

計画値 

実績値 見込値 計画値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

延べ人数 98人 96人 148人 150人 148人 150人 

 

 

【通所型サービスＣ はつらつ教室】 
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（２）一般介護予防事業 

年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民運営の通いの場を充実さ

せ、人と人とのつながりを通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大していくよう

な地域づくりを推進します。 

 

① 介護予防把握事業 
 

事業概要 

次に掲げる方法等により、地域の実情に応じ、効果的かつ効率的に収集

した情報等を活用して、閉じこもり等の何らかの支援を要する方を早期に

把握し、住民主体の介護予防活動へつなげることを目的としています。 

①要介護認定及び要支援認定の担当部局との連携による把握 

②訪問活動を実施している後期高齢者保健部局・国保部局との連携によ

る把握 

③医療機関からの情報提供による把握 

④民生委員等地域住民からの情報提供による把握 

⑤地域包括支援センターの総合相談支援業務との連携による把握 

⑥本人、家族等からの相談による把握 

⑦特定健康診査・長寿健康診査の担当課との連携による把握 

⑧その他町が適当と認める方法による把握 

実施状況 

65 歳以上の高齢者を対象に、保健師や看護師による家庭訪問や長寿健

診や各種保健事業、民生委員や関係機関との連携により把握調査を行い要

支援者の把握に努め、必要なサービスを提供できるよう支援しています。

65 歳到達者だけでなく、後期高齢者保健事業部局と連携し、後期高齢の

独居や高齢夫婦世帯などを重点的に実施しています。 

今後の方向性 
介護予防を必要とするハイリスク者の把握のため、色々な機会を通じて

把握事業を実施していきます。 

 

② 介護予防普及啓発事業 
 

事業概要 
町が介護予防の普及啓発に資すると判断した内容を、地域の実情に応じ

て効果的かつ効率的に実施する事業です。 

実施状況 

介護予防に資する基本的な知識の普及啓発については、介護予防教室（ど

ぅくさ会）において、運動・栄養・口腔等についての知識や技術の習得な

どを図っています。また専門講師等による講演会などを行い、普及に努め

ています。令和２年度からは高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に

取り組んでおり、後期高齢者保健事業と連携して健康教育・健康相談に取

り組んでいます。 

今後の方向性 

今後も、定期的に各集落において介護予防についての普及啓発及び集落

リーダーとなる地域福祉推進員（世話焼きさん）の育成により住民主体で

介護予防活動が身近な場所で実施できるよう支援していきます。 
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【介護予防普及啓発事業 その１】 

 

 

 

【介護予防普及啓発事業 その２】 
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③ 地域介護予防活動支援事業 
 

事業概要 

年齢や心身の状況等によって高齢者を分け隔てることなく、誰でも一緒

に参加することのできる介護予防活動の地域展開を目指して、介護予防に

資すると判断する住民主体の通いの場等の活動を地域の実情に応じて効果

的かつ効率的に支援することを目的としています。 

実施状況 

介護予防に資する住民主体の集いの場として「どぅくさ会」や「楽らく

体操・てくてく体操教室」、「茶話会」を行っており、世話係として地域福

祉推進員（世話焼きさん）を養成しています。また、定期的に研修会を実

施し、介護予防の普及啓発を行い地域で普及を図ってもらうよう支援して

います。推進員の活動については、地域支え合い活動として「龍郷町元気

度アップ地域包括ケア推進事業」としてポイント付与を行い、活動の支援

を行っています。 

今後の方向性 

今後も、住民主体の集いの場づくりを増やし、全集落において実施でき

るように推進します。そのためにも、地域福祉推進員（世話焼きさん）な

どの地域の人材育成に努め、各集落で地域特性に応じた取組が推進できる

ように支援していきます。 

 

 

④ 地域リハビリテーション活動支援事業 
 

事業概要 

介護予防の取組を機能強化すると効果が見込まれると判断した内容につ

いて、地域の実情に応じて効果的かつ効率的に実施するよう努めます。実

施に際しては、リハビリテーションに関する専門的知見を有する者が、高

齢者の有する能力を評価し改善の可能性を助言する等、地域包括支援セン

ターと連携しながら、通所、訪問、地域ケア会議、サービス担当者会議、

住民運営の通いの場等の介護予防の取組を総合的に支援します。 

実施状況 

奄美圏域地域リハビリテーション広域支援センターやリハビリ専門職を

有する町内事業所と連携し、専門職による個別事例への助言指導や、集落

における介護予防教室等での集団指導を実施しています。 

今後の方向性 

リハビリ専門職による指導助言を必要とする機会の増加が見込まれるこ

とから、奄美圏域地域リハビリテーション広域支援センターとの連携を進

めていきます。またリハ職だけでなく、栄養士、歯科衛生士等の協力も得

ながら、地域での介護予防活動や個別支援が行えるよう推進します。 
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２ 包括的支援事業（地域包括支援センターの運営） 

高齢化の進展とともに、今後もひとり暮らしの高齢者等の増加が予想され、さらには、

高齢者に対する虐待、高齢者の閉じこもり、認知症高齢者の増加への対応等、高齢者に

関わる様々な支援が求められます。 

地域包括支援センターは、地域で暮らす高齢者に対し、介護サービス等さまざまな 

支援を継続的かつ包括的に提供する地域包括ケアを実現する機関として、介護予防ケア

マネジメント、総合相談支援・権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメント支援を行っ

ています。 

 

（１）総合相談支援事業 
 

事業概要 

本人、家族、近隣の住民、地域のネットワーク等を通じた様々な相談を

受けて、的確な状況把握等を行い、専門的・継続的な関与又は緊急の対応

の必要性を判断します。適切な情報提供を行うことにより相談者自身が解

決することができると判断した場合には、相談内容に即したサービス又は

制度に関する情報提供、関係機関の紹介等を行います。また、初期段階の

相談対応により、専門的・継続的な関与又は緊急の対応が必要と判断した

場合には、より詳細な情報収集を行い、個別の支援計画を策定します。支

援計画に基づき、適切なサービスや制度につなぐとともに、定期的に情報

収集を行い、期待された効果の有無を確認します。 

実施状況 

地域包括支援センターの周知により、住民からの認知度も向上しており

相談内容も多様化しています。高齢者実態把握や、相談窓口、健康増進事

業や関係機関との連携により、支援を必要とする高齢者を早期発見し、保

健・医療・福祉サービスをはじめとする適切な支援へのつなぎ、継続的な

見守り、更なる問題の発生の防止を図るなど支援しています。 

今後の方向性 

高齢者人口の増加により、独居や高齢者夫婦世帯、認知症高齢者や在宅

医療・介護連携を必要とする高齢者の増加、様々な問題を抱えた高齢者な

ど相談内容も多様化しているため、相談支援や他機関等の連携の強化を図

っていきます。 

 

（２）権利擁護事業 
 

事業概要 

地域の住民、民生委員、介護支援専門員などの支援だけでは十分に問題

が解決できない、適切なサービス等につながる方法が見つからない等の困

難な状況にある高齢者が、地域において尊厳のある生活を維持し、安心し

て生活を行うことができるよう、専門的・継続的な視点から、高齢者の権

利擁護のため必要な支援を行います。日常生活自立支援事業、成年後見制

度などの権利擁護を目的とするサービスや制度を活用するなど、ニーズに

即した適切なサービスや機関につなぎ、適切な支援を提供することにより、

高齢者の生活の維持を図ります。 
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実施状況 
認知症高齢者の増加や、虐待事例等において権利擁護の必要な高齢者が

毎年数件あり必要な支援を行っています。 

今後の方向性 

権利擁護を必要とする高齢者の増加が見込まれるため、日常生活自立支

援事業、成年後見制度などの権利擁護を目的とするサービスや制度を活用

するなど、ニーズに即した適切なサービスや機関につなぎ、適切な支援を

提供することにより、高齢者の生活の維持を図っていきます。また、成年

後見制度の利用を促すために必要とされる、様々な関係団体の地域ネット

ワークの中核を担う、中核機関の整備に向け検討を進めていきます。成年

後見制度利用促進基本計画についても、地域福祉計画の中で一体的な策定

に向けて取り組んでいきます。 

 

 

（３）包括的・継続的マネジメント事業 
 

事業概要 

主治医やケアマネジャーなどとの他職種協働や、地域の関係機関との連

携を通じてケアマネジメントの後方支援を行うことを目的として、個別相

談窓口の設置によるケアプランの作成技術の指導等日常的個別指導・相談、

地域のケアマネジャーが抱える支援困難事例への指導助言等、医療機関を

含む関係施設ボランティアなど様々な地域における社会資源との連携・協

力体制の整備など包括的・継続的なケア体制の構築等を行う事業です。 

実施状況 

在宅・施設を通じた地域における包括的・継続的なケアの実施のため、

介護支援専門員や介護保険事業所への研修会や連携を図るための機会を設

け、サービスの質の向上や連携体制構築に努めています。介護支援専門員

連絡会は研修だけでなく、相互の情報交換やネットワークづくりの場とも

なっています。介護支援専門員への支援として相談窓口の設置、プラン作

成技術の指導、サービス担当者会議の開催支援など、専門的な見地からの

個別指導、相談への対応を行い、困難事例等への助言指導を行っています。 

今後の方向性 

在宅・施設を通じた地域における包括的・継続的なケアの実施のため、

関係機関の連携体制の構築や介護支援専門員の質の向上及び、業務支援に

努めていきます。 

実績値及び 

計画値 

実績値 見込値 計画値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

ｹｱﾏﾈ研修会 

開催回数 
4回 8回 7回 7回 7回 7回 
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【介護支援専門員研修会の様子】 

 

 

３ 包括的支援事業（社会保障充実分） 

地域包括支援センターを中核とし、地域ネットワークをはじめとした関係者や、保健・

医療・福祉関係者等との連携を強化し、地域ケア会議の推進を図る等、高齢者等を地域

で支える「地域包括ケア体制」を多職種間の連携により目指します。 

 

（１）在宅医療・介護連携推進事業 
 

事業概要 

疾病を抱えても、自宅等の住み慣れた生活の場で療養し、自分らしい生

活を続けられるためには、地域における医療・介護の関係者が連携して、

包括的かつ継続的な在宅医療・介護の提供を行うことが必要です。そのた

め、資源の情報収集及び整理、課題の抽出・対応策の検討、地域住民への

普及啓発、医療・介護関係者の研修、関係市町村の連携・情報共有を行う

事業です。 

実施状況 

町単独で行っている事業に加え、平成 28年度から大島郡医師会の在宅

医療連携支援センターへ委託し、在宅医療・介護連携推進事業を行ってい

ます。看取りや認知症への対応等について医療と介護の連携が進むよう支

援体制の強化を図り、医療・介護関係者の情報共有の支援として、入退院

時連携の情報共有ルールの作成や、多職種連携に向けての研修会を実施す

る等取り組んでいます 

具体的事業内容は、図表【在宅医療・介護連携推進事業】を参照くださ

い。 
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今後の方向性 

今後、病床数の編成等により、在宅医療を必要とする高齢者の増加が予

想されます。切れ目のない在宅医療・介護が提供できるよう、町内だけで

なく広域的に取り組んでいく必要があるため、大島本島・喜界島の６市町

村協働で取り組んでいます。今後も在宅医療・介護連携推進が図られるよ

う、入退院時連携の情報共有ルールも活用しながら、退院に向けたカンフ

ァレンスの充実に取り組んでいきます。また、町内においては、地域ケア

会議等を活用し連携体制構築を推進していきます。 

 

 

図表【在宅医療・介護連携推進事業】（その 1） 
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【在宅医療・介護連携推進事業】 

 

 

（２）生活支援体制整備事業 

① 生活支援コーディネーターの配置 
 

事業概要 

高齢者の生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーデ

ィネート機能（資源開発、ネットワーク構築、ニーズと取組のマッチング）

を有するものを「生活支援コーディネーター」とし、町区域（第１層）及

び日常生活圏域（中学校区域等）（第２層）に配置する事業です。 

実施状況 

平成 27年度から生活支援コーディネーターを配置し、介護予防・生活

支援サービスの提供体制の構築を図っています。各集落の資源把握を行い、

介護予防の拠点づくりや生活支援に資する支え合い活動の推進、地域福祉

推進員（世話焼きさん）の育成などの人材育成を行っています。令和元年

度からは、独居男性の健康づくりの一環として男性料理教室を実施してい

ます。 

今後の方向性 
地区訪問や高齢者支え合いマップ作りなどを行い、地域のニーズを把握

しながら必要なサービスの創出や支え合い体制づくりにつなげていきます。 
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【支え合いマップ作りの様子】 

 

 

 

【男性料理教室の様子】 
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② 協議体の設置 
 

事業概要 

生活支援等サービスの体制整備に向けて、多様な主体の参画が効果的な

取組につながることから、町が主体となって、コーディネーターと生活支

援等サービスの多様な提供主体等が参画する定期的な情報の共有・連携強

化の場を設置することにより、多様な主体間の情報共有及び連携・協働に

よる体制整備を推進する事業です。 

実施状況 

協議体については他の会議と兼ねながら検討を行っています。住民や各

専門職がコーディネーターと共に、本町の困りごと調査結果や地域資源な

どから、今後必要とする生活支援等サービスの検討を行っています。 

今後の方向性 

現在は第 1層協議体のみとなっていますが、中学校区域においても協議

体が設置でき、各区域のニーズに応じた生活支援サービスを検討・創出で

きるよう推進します。 

 

③ 就労的活動支援コーディネーター（就労的活動支援員）の配置 
 

事業概要 

就労的活動の場を提供できる民間企業・団体等と就労的活動の取組を実

施したい事業者等とをマッチングし、高齢者個人の特性や希望に合った活

動をコーディネートすることにより、役割がある形での高齢者の社会参加

等を促進するため。「就労的活動支援コーディネーター（就労的活動支援

員）」を配置する事業です。 

今後の方向性 今後のニーズや国の動向を踏まえ、配置を検討します。 

 

 

（３）認知症総合支援事業 

 

① 認知症初期集中支援推進事業 
 

事業概要 

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域の

よい環境で暮らし続けられるために、認知症の人やその家族に早期に関わ

る「認知症初期集中支援チーム」を配置し、早期診断・早期対応に向けた

支援体制の構築を推進する事業です。 

実施状況 
認知症初期集中支援チームを設置し、訪問支援対象者の把握・訪問支援・

チーム員会議の開催等を行い、困難ケースの対応を行っています。 

今後の方向性 

高齢化に伴う認知症高齢者の増加により、今後も需要が高まることが予

想されることから、多職種で検討を行い、認知症当事者及び家族にとって、

より適切な支援となるよう努めていきます。 
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【認知症初期集中支援事業】 

 

② 認知症地域支援・ケア向上事業 
 

事業概要 

認知症地域支援推進員を配置し、推進員を中心として、医療・介護等の

連携強化等による、地域における支援体制の構築と認知症ケアの向上を図

る事業です。 

実施状況 

現在、認知症地域支援推進員を 2人配置し、認知症の普及啓発や地域に

おける支援体制の構築、個別事例のケア会議などを行い、認知症ケアの向

上を図っています。 

今後の方向性 
マンパワーの確保をはかりながら、事業目的が達成できるよう努めてい

きます。 

③ 認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業 
 

事業概要 

認知症の人ができる限り地域のよい環境で自分らしく暮らし続けること

ができるよう、認知症の人やその家族の支援ニーズと認知症サポーターを

中心とした支援をつなぐ仕組みを地域ごとに整備し、認知症施策推進大綱

（令和元年 6 月 18 日認知症施策推進関係官僚会議決定）に掲げた「共

生」の地域づくりを推進することを目的とした事業です。 

今後の方向性 

チームオレンジコーディネーターを配置し、地域において把握した認知

症の方の悩みや家族の身近な生活支援ニーズ等と、認知症サポーターを中

心とした支援者をつなぎ早期から継続して支援する仕組みとして「チーム

オレンジ」を整備します。また、チームオレンジの整備に向けて、認知症

サポーターへのステップアップ研修を実施していきます。 
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【認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業 概要】 

    

 

 

出典：厚生労働省資料 

出典：厚生労働省資料 

【認知症施策推進大綱（概要）】 
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【認知症サポーター養成】 

 

 

④ チームオレンジの構築 
 

事業概要 

チームオレンジコーディネーターを配置し、地域において把握した認知

症の方の悩みや家族の身近な生活支援ニーズ等と、認知症サポーターを中

心とした支援者をつなぎ、住民や関係機関で早期から継続して支援する仕

組みとして「チームオレンジ」を整備します。 

今後の方向性 

チームオレンジの設置に向け、チームオレンジコーディネーターが仕組

みづくりに関する検討会の開催や、チームの立ち上げ支援、チームの運営

に対するスーパーバイズ、地域の企業や事業者との連携体制の構築、地域

サポーターへの参加の働きかけ等を行います。認知症サポーターへのステ

ップアップ研修を実施し、地域での見守り・声掛けや居場所づくり、認知

症への理解普及等が図られるよう地域の実情に応じた体制づくりに取り組

んでいきます。  
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⑤ 普及啓発・本人発信支援 
 

実施状況 

認知症サポーター養成講座を実施し、普及啓発を図っています。世界ア

ルツハイマーデー月間（９月）には、広報誌を活用した普及啓発・町生涯

学習センターでの認知症関連図書コーナー設置・のぼり旗の設置等を行っ

ています。認知症ケアパスをホームページに掲載する他、広報誌で相談先

の周知を行っています。 

今後の方向性 

今後はグループホームの開設に伴い認知症カフェ（認知症の方と家族、

地域住民、専門家等の誰でも集える場）の開催も予定されている為、本人

や家族からの発信支援につなげていけるよう認知症カフェとの連携を進め

ていきます。また、たつごう在宅家族の会における、介護家族の思いに寄

り添った支援ができるよう連携を進めていきます。その他、若年性認知症

の方を含む認知症の方と家族の交流会の開催や、ホームページ・広報誌等

を通じての普及啓発を行っていきます。 

 

⑥ 認知症サポーター養成 
 

事業概要 

認知症サポーター養成講座の企画・立案及び実施を行うキャラバンメイ

トを養成するとともに、地域や職域において認知症の人と家族を支える認

知症サポーターを養成する事業です。 

実施状況 
キャラバンメイトを配置し、地域住民や学校・職域において、認知症に

ついての知識の普及のためサポーター養成活動を行っています。 

今後の方向性 

地域ぐるみで認知症の人と家族を支えていけるよう、各世代において養

成講座を実施し、地域で認知症を見守る体制づくりを強化していきます。 

小中学生に養成講座を実施することで、孫の世代から認知症理解や共生

の考えをつちかえるよう取り組んでいきます。 

 

⑦ 認知症ケアパスの周知 
 

事業概要 

認知症の人やその家族が認知症と疑われる症状が発生した場合に、いつ、

どこで、どのような支援を受ければよいか理解できるよう、認知症ケアパ

ス（状態に応じた適切な医療や介護サービスなどの提供の流れ）を作成し、

その内容を広く周知する事業です。地域で安心して暮らせるよう、各機関

や地域の支え合い活動などの認知症ネットワークにより支援を行っていま

す。 

実施状況 
認知症ケアパスを作成し、相談窓口での案内や講演会や集落での説明、

ホームページ掲載などを行い普及啓発に努めています。 

今後の方向性 
定期的に認知症ケアパスを見直しながら、住民が利用しやすいよう普及

啓発に努めていきます。 
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【龍郷町認知症ネットワーク】 

 

【認知症ケアパス】 
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⑧ 地域における見守り体制の強化 
 

事業概要 
地域における見守り体制を充実させ、認知症の方の事故防止や安心した

生活を確保できるようにする事業です。 

実施状況 

見守り応援隊・地域福祉推進員・介護サポーター・地域福祉コーディネ

ーター等地域の協力や介護保険事業所・障がい者事業所・医療関係事業所

等との連携を図り認知症の方を見守る体制づくりに努めています。町内の

金融機関や新聞配達、ガス会社等 18民間事業所と「高齢者等見守りに関

する協定」を締結し見守り体制の強化を図っています。 

今後の方向性 

事業所の拡大等更なる体制強化及び徘徊ＳＯＳネットワーク登録及び模

擬訓練等の実施など、地域における見守り体制を充実させ、認知症の方の

事故防止や安心した生活を確保できるように努めます。 

 

 

（４）地域ケア会議の推進 
 

事業概要 

地域包括支援センター等において、多職種協働による個別事例の検討等

を行い、地域のネットワーク構築、ケアマネジメント支援、地域課題の把

握等を推進する事業です。 

実施状況 

地域ケア会議は定例で月 1回行い、多職種協働による個別事例の検討や

地域課題の把握、地域ネットワーク構築等を検討しています。検討により

抽出された地域の共通課題や有効な支援策について、施策化できるよう努

めています。 

今後の方向性 
多職種協働による地域ケア会議を充実させ、地域包括ケア体制づくりに

必要な課題の検討や必要な事業の施策化について検討していきます。 

実績値及び 

計画値 

実績値 見込値 計画値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

多職種 10回 5回 4回 6回 6回 6回 

個別ケア会議 8回 5回 5回 5回 5回 5回 
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【地域ケア会議の様子 その１】 
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４ 任意事業 

介護保険事業の運営の安定を図るとともに、要介護者を介護している方に対し、必要

な事業を行うことで、地域での生活を安心して続けることを目的とする事業です。 

 

（１）介護給付等費用適正化事業 
 

事業概要 

介護（予防）給付について、真に必要な介護サービス以外の不要なサー

ビスが提供されていないかの検証や介護サービス事業者間による連絡協議

会の開催等により、介護給付等に要する費用の適正化を目的として実施す

る事業です。 

実施状況 
ケアマネジメントの質の向上のため、ケアプラン点検やケアマネジャー

の研修会・介護事業所研修会を実施しています。 

今後の方向性 

介護給付費の適正利用のため、主任ケアマネジャー強化支援事業を行い、

ケアマネジメントの質の向上を図り、適切なサービス利用となるよう支援

していきます。 

 

【介護給付費適正化事業 その１】 
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【介護給付費適正化事業 その２】 

 

 

 

（２）家族介護支援事業 
 

事業概要 

在宅の高齢者等（要介護 3 以上または要介護 2 以上の方で認知症高齢

者日常生活自立度がⅡ以上の方）を在宅で介護している方に対し、その労

をねぎらい、介護慰労金を支給する事業です。 

実施状況 
対象者を要介護認定の調査内容や実際の状況、介護保険給付の実績等か

ら把握し、介護慰労金を支給しています。 

今後の方向性 
介護者の経済的負担の軽減を図る上で重要な事業であり、継続して実施

していきます。 

実績値及び 

計画値 

実績値 見込値 計画値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

対象人数 0人 1人 1人 2人 2人 2人 

 

  


